
 
 

企画・発行 上野税理士法人  
〒１０３－００２８ 東京都中央区八重洲１丁目５－１５ 荘栄建物ビル８階 

２０１５．２．２０号 

「激変！介護報酬改定と算定基準の全解説 新・人員設備基準解説と新報酬単位と新加算・減算対策」 

日時： ４月２０日（月） １３：３０－１６：３０ 

会場： ゆうぽうと 【五反田駅 徒歩７分】 （詳しくは、http://www.care-mas.com まで） 

講師： 小濱 道博氏 (小濱介護経営事務所 代表)   

 平成 27 年度与党税制改正大綱の概要～納税環境整備等 

  
 平成 27 年度税制改正大綱の主な納税環境整備、その他

は次のとおりである。 

【財産債務明細書の見直し】 

・提出基準を現行の「その年分の所得金額が 2千万円超」

に加え、「その年の 12 月 31 日において有する財産の価額

の合計額が 3億円以上、又は国外転出をする場合の譲渡所

得等の特例の対象資産の価額の合計額が 1 億円以上」とす

る。 

・記載事項を現行の「財産の種類、数量及び価額」のほか、

財産の所在、有価証券の銘柄など、国外財産調書と同様に

する。 

・提出の有無等により、所得税又は相続税に係る過少申告

加算税等を加減算する特例措置を講じる。 

・「財産債務調書」に名称変更し、平成 28 年 1月 1日以後

の提出から適用する。 

【マイナンバーが付された預金情報の効率的な利用に係

る措置】 

・社会保障制度の資力調査や国税・地方税の税務調査でマ

イナンバーが付された預金情報を効率的に利用できるよ

うに、銀行等に対して預金情報をマイナンバーにより検索

可能な状態で管理する義務を課す。 

・マイナンバー法などの関係法律の改正を一括法案として

提出し、同法案に規定される施行日から適用する。 

【調査手続の見直し】 

・調査終了後に再調査を実施する場合の規定について、前

回調査が「実地調査以外の調査」である場合には、「新た

に得られた情報」がない場合であっても再調査ができるこ

ととする。 

・再調査の前提となる前回調査が平成 27 年 4 月 1日以後

に開始され、その前回調査後に行う再調査について適用す

る。 

【税務関係書類に係るスキャナ保存制度の見直し】 

・スキャナ保存の対象となる契約書及び領収書等の金額基

準を廃止する。 

・スキャナ保存の際の電子署名を不要とし、重要書類以外

については、大きさ情報の保存を不要とするとともに白黒

での保存も可能にするなど、要件を見直す。 

・平成 27 年 9月 30 日以後に行う承認申請から適用する。 

【旧 3級品の紙巻たばこに係る税率の見直し】 

・旧 3 級品の紙巻たばこ（わかば、ゴールデンバットなど

国産 6銘柄）に対する特例税率を平成 28 年 4 月 1日から

段階的に縮減し、平成 31 年 4月 1 日以後は廃止する。 

介護報酬改定案の了承＆全国担当課長会議の日程 

 
 2 月 6 日の介護給付費分科会において、介護報酬改定

案が了承された。 

介護報酬改定率は、▲２．２７％  

   （うち在宅分▲1.42％、施設分▲0.85％） 

 

 介護報酬改定の基本方針は、（１）中重度の要介護者

や認知症高齢者への対応の更なる強化、（２）介護人材

確保対策の推進、（３）サービス評価の適正化と効率的

なサービス提供体制の構築 

ほぼ、全てのサービスの基本報酬が引き下げられる

一方、認知症や中重度者への加算を新設。介護職員処

遇改善加算は、更なる上乗せ評価を行うための区分を

創設する。 

 

 また、全国担当課長会議の日程が下記の通り決定。 

全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議 

平成 27 年 3 月 2 日（月）10：00～17：00（予定） 

      3 月 3 日（火）10：00～12：15（予定） 

ここで介護報酬改定に関する解釈通知などが示さ

れ、平成 27 年度改定の詳細が判明する。 

厚労省 Q＆Aの公表は、会議の約一週間後になるため、

それまでは 4月からの介護報酬の新しい加算や減算の

算定の可否の判断が出来ない。新報酬のスタートは 4

月 1日であり、加算算定の体制届けの提出期限が 3月

一杯である事を考えると、介護事業者にとっては非常

に厳しいスケジュールとなる。 

 

厚労省 介護報酬改定関係のパブリックコメント募集  

  

厚労省は、平成 27年度の介護報酬改定に伴い、社会

保障審議会介護給付費分科会での議論を踏まえ、関係

告示の所要の改正を予定しているため、意見の募集を

開始した。 

意見に対する個別回答は行っておらず、電子政府の

総合窓口（e-Gov）の意見提出フォーム、郵送、もしく

は FAX で提出する。（様式は自由） 

 募集期間は、3月 11日（水）まで。 
 

詳しくはお気軽に <info@care-mas.com> まで 

 

セミナー 
情報 

E –mail: info@care-mas.com 
TEL ０３－６２６２－１４８５ FAX ０３－６２６２－１４８６ http://www.care-mas.com 


